




北秋田市ふるさと納税事業代行業務
応募型プロポーザル様式集























北秋田市総務部
総合政策課政策係


様式１

参加表明書


　　令和６年　　月　　日

　北秋田市長　津　谷　永　光　　様
所在地：
会社（法人）名：㊞

代表者職氏名：
所属部署：
担当者職氏名：
電話番号：
ＦＡＸ：
Ｅ‐ｍａｉｌ：

　北秋田市ふるさと納税事業代行業務応募型プロポーザルについて、参加の意思を表明します。
　なお、当社は本プロポーザルへの参加資格を有しますので、下記に掲げる書類を添付するとともに、これらの書類に記載した内容について事実と相違ないことを誓約します。

　１　業 務 名　　北秋田市ふるさと納税事業代行業務

　２　添付書類　　□ 会社（法人）概要調書（様式２）
　　　　　　　　　□ 業務実績書（様式３）
　　　　　　　　　□ 法人登記簿謄本又は履歴事項全部証明書
　　　　　　　　　□ 納税証明書（国税、県税及び市町村税に滞納がないことの証明書）
　□ 暴力団排除に関する誓約書
　□ 秋田県内に本店、支店、又は事業所を設置していることが証明できる書類
※法人登記簿謄本、履歴事項全部証明書、納税証明書に証明できる情報が明  
[bookmark: _GoBack]記されている場合は提出不要とする。


様式２

会社（法人）概要調書
（令和６年　　月　　日現在）
	１ 会社（法人）名
	

	２ 代表者名
	

	３ 所在地
	

	４ 電話番号
	
	５ ＦＡＸ
	

	６ メールアドレス
	

	７ 設立年月日
	
	８ 従業員数
	

	９ 資本金
	

	10 業務内容
	




様式３

業務実績書

会社（法人）名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和６年４月１日現在）　

	類似業務受託件数
	　　　　件



	区分
	業務実績　※注1

	
	１
	２
	３

	契約業務名
	
	
	

	業務内容
	
	
	

	履行期間
	令和　 年　 月　 日
～
令和　 年　 月　 日
	令和　 年　 月　 日
～
令和　 年　 月　 日
	令和　 年　 月　 日
～
令和　 年　 月　 日

	発注者名
	
	
	

	事項
※注2
	
	
	


※注１　令和元年度～令和５年度までの本委託業務と同様又は類似業務の実績を記載し、契約実績の内容を確認できる書類（契約書の写し及び成果品）を添付すること。
※注２　業務遂行上、他社と比較して独創的な内容を取り入れたもの、又は強調した点があれば記入する。
※注３　記載欄が足りない場合は適宜追加し、作成すること。
様式４

質　問　書

　会社（法人名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	質　問　内　容

	

	担当者職氏名
	

	電話番号
	

	Ｅ‐ｍａｉｌ
	




様式５

企画提案書提出届


　　令和６年　　月　　日

　北秋田市長　津　谷　永　光　　様

所在地：
会社（法人）名：
代表者職氏名：㊞

所属部署：
担当者職氏名：
電話番号：
ＦＡＸ：
Ｅ‐ｍａｉｌ：

　北秋田市ふるさと納税事業代行業務応募型プロポーザル実施要領に基づき、次のとおり企画提案書等を提出します。

　１　業 務 名　　北秋田市ふるさと納税事業代行業務

　２　添付書類　　□ 企画提案書（任意様式）
　　　　　　　　　□ 業務スケジュール表（任意様式）
　　　　　　　　　□ 業務実施体制（任意様式）
　　　　　　　　　□ 見積書（様式６）
　　　　　　　　　□ 財務諸表（任意様式）
　　　　　　　　　□ 会社等概要（任意様式）



様式６

見　積　書


　　令和６年　　月　　日

　北秋田市長　津　谷　永　光　　様

所在地：
会社（法人）名：㊞

代表者職氏名：

北秋田市ふるさと納税事業代行業務応募型プロポーザル実施要領に基づき、次のとおり見積します。

企画提案見積価格（消費税相当額を含まない）
	項目
	金額
	備考

	委託料
	円
	寄附金45億円に対する委託料



委託経費率内訳
	寄附金額
	委託経費率
	備考

	円未満
	％
	

	円以上　　円未満
	％
	

	円以上　　円未満
	％
	

	円以上
	％
	


※企画提案見積価格は令和７年度から令和９年度の３年間の寄附想定金額である4,500,000,000円の寄附があったとき、180,000,000円（消費税及び地方消費税額を除く）以下であること。
※返礼品の代金及び返礼品の送料、事業者への支払いに要する口座振替手数料、サイトの利用料、寄附管理システム使用料、寄附金の決済手数料は含まないこと。
※必要に応じて行を追加し、内訳を記載すること。
※見積内訳については、任意の様式を使用しても差し支えない。ただし、上記の項目をすべて記載すること。
